
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年11月30日 

【中間会計期間】 第54期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

【会社名】 キーコーヒー株式会社 

【英訳名】 KEY COFFEE INC 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  柴田 裕 

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋２丁目34番４号 

【電話番号】 ０３（３４３３）３３１１（代表) 

【事務連絡者氏名】 財務部長  清水 信行 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区西新橋２丁目34番４号 

【電話番号】 ０３（３４３３）３３１１（代表) 

【事務連絡者氏名】 財務部 担当部長  大家 悟 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）売上高には消費税は含まれておりません。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 20,828 20,883 25,852 41,780 42,546 

経常利益（百万円） 1,216 1,281 1,384 2,293 2,440 

中間（当期）純利益（百万円） 928 1,550 630 1,925 2,145 

純資産額（百万円） 32,042 34,415 35,961 33,363 34,998 

総資産額（百万円） 41,940 41,860 48,707 41,585 42,903 

１株当たり純資産額（円） 1,470.80 1,577.65 1,644.61 1,527.21 1,600.40 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
42.63 71.10 28.88 85.72 95.56 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
42.58 71.07 28.86 85.64 95.52 

自己資本比率（％） 76.40 82.21 73.83 80.23 81.57 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
1,989 1,333 1,876 3,368 2,895 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
-1,722 -1,883 -1,968 -4,347 -1,811 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
-215 -209 -246 -440 -408 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
8,264 6,033 7,132 6,793 7,469 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

1,126 

[370]

1,130 

[399]

1,302 

[1,376]

1,107 

[355]

1,148 

[425]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） 売上高には消費税は含まれておりません。 

２【事業の内容】 

 前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であったニック食品株式会社、株式会社イタリアントマトの２社の株式

を当中間連結会計期間に追加取得したため連結子会社と致しました。 

 その結果、当社グループは当社、連結子会社５社、関連会社で持分法適用会社３社、持分法適用会社の連結子会社

１社で構成されております。 

  なお、事業の内容については、当中間連結会計期間より事業の種類別セグメント情報を開示することとなったた

め、事業の種類別セグメントの区分により記載することと致しました。 

 当社グループが営んでいる主な事業の種類別セグメントの内容と、グループ各社の位置づけは次の通りでありま

す。 

  ＜コーヒー関連事業＞ 

 ・レギュラーコーヒー等の販売（４社） 

 レギュラーコーヒーは、主として当社が製造し、沖縄キーコーヒー株式会社においても一部製造致しておりま

す。当社で製造した製品は、直接あるいは沖縄キーコーヒー株式会社、キーコーヒーコミュニケーションズ株式会

社及び台湾キーコーヒー株式会社を経由して、問屋、業務店等への販売や対面売場・通信販売を通じて消費者への

直接販売を行っております。 

 また、業務店市場を中心にレギュラーコーヒーとともに飲料や食品等も仕入販売致しております。 

 ・コーヒー農園の経営（２社） 

 インドネシア共和国におけるコーヒー農園経営及びコーヒー生豆の集買・精選は、P.T.TOARCO JAYAが行い、生

産及び集買・精選されたコーヒー生豆は、スラウェシ興産株式会社が輸入し、当社に販売致しております。 

  

 ＜飲食関連事業＞ 

 ・飲食店の経営（１社） 

  株式会社イタリアントマトにおいては、飲食店を経営致しております。  

 ＜その他＞ 

 ・その他事業（３社） 

 ニック食品株式会社において、飲料を中心とした食品の製造及び受託加工を行い、飲料販売会社等に販売を行

っております。 

 キーアソシエイツ株式会社において、当社グループの損害保険業務等を取り扱っております。 

 株式会社キョーエイコーポレーションにおいて、各種トラック運送業務を取り扱っております。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 20,645 20,750 22,304 41,413 42,258 

経常利益（百万円） 1,188 1,266 1,224 2,249 2,424 

中間（当期）純利益（百万円） 904 1,523 628 1,883 2,119 

資本金（百万円） 4,465 4,465 4,465 4,465 4,465 

発行済株式総数（千株） 22,464 22,464 22,464 22,464 22,464 

純資産額（百万円） 32,060 34,407 35,953 33,366 34,990 

総資産額（百万円） 41,764 41,613 44,600 41,346 42,657 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
10.00 10.00 10.00 20.00 20.00 

自己資本比率（％） 76.8 82.7 80.6 80.7 82.0 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

1,101 

[366]

1,110 

[398]

1,098 

[436]

1,083 

[352]

1,081 

[408]



 事業の概況図は、次のとおりであります。 

 （注）１．ニック食品工業株式会社は、株式取得により平成17年４月１日をもって連結子会社と致しました。また平成

17年７月１日よりニック食品株式会社に社名変更致しました。 

 ２．キーコーヒーサービス株式会社は、平成17年４月１日付でキーコーヒーコミュニケーションズ株式会社に社

名変更致しました。 

 ３．株式会社キー商会は、平成17年４月１日付でキーアソシエイツ株式会社に社名変更致しました。 

 ４．株式会社イタリアントマトは、株式取得により平成17年４月15日をもって連結子会社と致しました。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動の状況は次のとおりであります。 

 前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であったニック食品株式会社及び株式会社イタリアントマトは、当中間

連結会計期間より連結子会社となりました。 

 連結子会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 ２．特定子会社に該当します。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

 ２．従業員数が前連結会計年度末に比べ154名、臨時従業員数が同951名増加しましたのは、連結子会社の増加な

どによるものです。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は昭和44年７月28日に結成され、上部団体には加盟しておりません。なお、平成17年９月30日現

在の組合員数は887名であり、労使協調のもと円滑な労使関係を維持しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

ニック食品㈱  千葉県船橋市 220 その他 71.25 

当社へ各種飲料を

販売している。当

社から原料用レギ

ュラーコーヒーを

無償受入してい

る。役員の兼務あ

り。 

㈱イタリアントマト 

 （注２） 
 東京都港区 759 飲食関連事業 51.06 

当社からレギュラ

ーコーヒー及び飲

料・食品を仕入れ

ている。役員の兼

務あり。  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

コーヒー関連事業 1,124 (  472)  

飲食関連事業 116 (  877)  

その他 62 (   27)  

合計   1,302 (1,376)  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,098 (  436)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

（コーヒー関連事業） 

 当中間連結会計期間におきましては、主原料であるコーヒー生豆の国際相場が緩やかな下降で推移しましたもの

の、相場下降前に購買契約した原料仕入による影響や、原油高による包装資材などの原材料価格上昇などにより製造

原価は上昇致しました。一方、一般消費は依然として低迷が続いており、こうしたなか業界内での競争は熾烈さを増

しております。 

 このような環境下、当社グループは全ての販売市場においてお客様への品質訴求による提案営業を展開致しまし

た。 

 家庭用レギュラーコーヒー市場では、個々の嗜好に対応したパーソナルユース向けの商品カテゴリーが注目される

一方で、内容量が大きなファミリー向け商品カテゴリーが伸張しています。日頃からレギュラーコーヒーの飲用機会

の多いユーザーをメインターゲットとした新ブランド「テイスティライフ」シリーズとして、真空パック（ＶＰ）レ

ギュラーコーヒー（粉製品）と、簡易抽出タイプ「ドリップ オン」を商品化しました。また地球環境に配慮した商

品として、熱帯雨林の維持を目的として活動している国際的な非営利環境保護団体「レインフォレスト アライアン

ス」認証のコーヒー豆を100％使用した「ライブパック ロイヤルブレンド」（豆製品）を発売致しました。  

 業務用市場に対しましては、コーヒーにこだわり、抽出にもこだわるお客様をターゲットとした「ファインクォリ

ティ」シリーズを発売し、また、「有機栽培アイスコーヒー」、「夏のカレーフェア」等の販促策を実施致しまし

た。原料用市場におきましては、新商品が好調で飲料製造各社向け販売量が増加しております。 

 キーコーヒーコミュニケーションズ株式会社においては、従来からのオフィスコーヒーサービス事業の事業領域拡

大のため４月に福岡営業所を開設、業務を開始したことに加え、当社より移管した事業領域、飲食事業と通信販売事

業の業容拡大に向け、社内体制の再構築を行いました。 

 この結果、当中間連結会計期間におけるレギュラーコーヒーの販売数量は、前年中間連結会計期間に比べ大幅に増

加し、売上高224億２百万円、営業利益12億94百万円となりました。 

（飲食関連事業） 

  株式会社イタリアントマトの当中間連結会計期間におけるイタリアン・トマト カフェジュニアなどの飲食事業の

出店状況は、新規開店17店舗（直営店３店、ＦＣ店14店）と不採算店を中心とした16店舗の閉鎖により、店舗数は１

店舗増え291店舗（直営店58店、ＦＣ店233店）となりました。この結果、当中間連結会計期間において売上高26億61

百万円、営業利益39百万円となりました。 

 また、中国上海市にてイタリアントマトを運営する上海愛徳鍵餐飲有限公司は、平成17年10月11日に現地での営業

許可を取得致しました。 

（その他） 

 当中間連結会計期間におきましては、ニック食品株式会社では、牛乳に混ぜるだけで簡単にコーヒー、メロンなど

のミルク飲料の出来る希釈飲料「ミルクでポン」シリーズと、健康飲料への志向の高まりにお応えして玄米黒酢など

希釈食酢飲料「恵みの力（ちから）」シリーズを発売致しました。また昨年市場に導入しました食酢飲料「力（ちか

ら）シリーズ」も昨年を上回る販売量となっております。この結果、株式会社キョーエイコーポレーション、キーア

ソシエイツ株式会社を加え、売上高は７億88百万円、営業利益は97百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの業績を記載しているため、前年同期比較についての記載

は行っておりません。 

 以上の結果、当中間連結会計期間におきましては、連結子会社の増加、レギュラーコーヒー販売数量の原料用市場

での大幅増加などにより、売上高は258億52百万円（前年同期比23.8％増）で49億69百万円の増収となりました。 

 利益面では、売上原価の上昇などはあったものの売上高の増加により、当中間連結会計期間における営業利益は12

億13百万円（前年同期比2.3%増）で27百万円の増益となりました。 

 これにより、経常利益は13億84百万円（前年同期比8.0％増）で１億３百万円の増益となりました。また中間純利

益は、前中間連結会計期間に厚生年金基金の代行返上益を計上したことによる特別利益の減少を主要因として、前年

同期比９億20百万円減少し、６億30百万円（同59.3％減）となりました。 



（コーヒー相場；ニューヨークコーヒー先物相場） 

(2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、下表の通りであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは18億76百万円の収入となり、前中間連結会計期間と比べ５億43百万円増加致

しました。これはニック食品株式会社と株式会社イタリアントマトの２社を新たに連結対象としたことなどによる収

入増です。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは19億68百万円の資金支出となり、前中間連結会計期間に比べ84百万円の支出

増となりました。これは連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が増加したことなどによるものです。

 さらに財務活動によるキャッシュ・フローは２億46百万円の支出で、前中間連結会計期間と比べ36百万円の支出増

となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は71億32百万円で、前連結会計年度末比３億37百万

円の減少となりました。 

 
前中間 

連結会計期間 
当中間 

連結会計期間 
増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 1,333 1,876 543 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -1,883 -1,968 -84 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -209 -246 -36 

現金及び現金同等物の増減額（百万円） -760 -337 422 

現金及び現金同等物の期首残高（百万円） 6,793 7,469 676 

現金及び現金同等物の中間期末残高（百万円） 6,033 7,132 1,098 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

＜コーヒー関連事業＞ 

 （注） 生産数量には受託加工用を含んでおります。 

＜飲食関連事業＞ 

 （注）  金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

(2) 仕入実績 

 イ．商品仕入実績 

 （注） 金額は仕入価格によっており、消費税は含まれておりません。 

ロ．主要原材料の入手量、使用量及び在庫量 

 ＜コーヒー関連事業＞ 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

数量（トン） 前年同期比（％） 

レギュラーコーヒー 19,010 110.9 

合計 19,010 110.9 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

生菓子及び焼菓子（百万円） 564 ──────   

合計（百万円） 564 ──────   

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コーヒー関連事業 

飲料・食品等（百万円）
4,997 ──────    

 飲食関連事業 

 食材等（百万円）
732 ──────   

 合計（百万円） 5,730 ──────   

原材料名 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

入手量 
（トン） 

前年同期比 
（％） 

使用量 
（トン） 

前年同期比 
（％） 

期末在庫量 
（トン） 

前年同期比 
（％） 

コーヒー生豆 20,105 116.6 19,938 114.4 795 157.1 



(3）受注状況 

 当社グループは販売計画に基づく見込生産を行っているため、受注生産はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業のセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントに基づき記載しております。 

２．セグメント間の取引については相殺消去致しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループが創業以来一貫して追及してきました最重要事項は高品質の実現であります。当社の研究所を中心に

原料から最終製品まで一貫した研究開発活動を行っております。 

 ＜コーヒー関連事業＞ 

  現在は、研究開発活動分野も拡大、深化し、新素材、新包材、新技術といった各分野の情報収集を行い、市場別の

商品政策に呼応しうる総合的な取り組み体制を敷いております。 

 千葉県船橋市に研究所を設置し、次の項目について研究開発を行っております。 

(1）コーヒーの基礎研究 

(2）コーヒー及びその他の食品、飲料類の新製品、新技術の開発 

(3）当社グループ製品及び取扱商品の品質向上策の立案研究並びに品質保証のための活動 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、94百万円であります。 

 ＜飲食関連事業＞ 

 飲食関連事業セグメントについては、研究開発活動に該当する事項はありません。 

 ＜その他＞ 

 その他セグメントについては、研究開発活動に該当する事項はありません。 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 
前年同期比
（％）  

コーヒー関連事業 22,402 86.7 ────  

飲食関連事業 2,661 10.3 ────  

その他 788 3.0 ────  

合計 25,852 100.0 ──── 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、経常的な設備更新のための除売却を除き、新たに確定した重要な設備の新設、除却

等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年11月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,464,000 22,464,000 
東京証券取引所市場第一

部 
－ 

計 22,464,000 22,464,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①平成14年６月21日定時株主総会決議 

 (注) 上記新株予約権は、平成14年11月19日の取締役会の決議により発行しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 190 190 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 190,000 190,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,456 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月22日 

至 平成19年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,456 

資本組入額    728 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利

行使時において、当

社、当社の子会社もし

くは当社の関連会社の

役員または従業員であ

ることを要する。ただ

し、任期満了により退

任した場合、当社もし

くは当社の関連会社の

就業規則に定める会社

都合により退職した場

合、その他当社の取締

役会が特別にその後の

新株予約権の保有及び

行使を認めた場合はこ

の限りではない。 

②その他の行使の条件

は、当社と新株予約権

者との間で締結する新

株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。 

同左 



②平成15年６月20日定時株主総会決議 

 (注) 上記新株予約権は、平成15年10月31日の取締役会の決議により発行しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 298 298 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 298,000 298,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,507   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月21日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,507 

資本組入額    754 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利

行使時において、当

社、当社の子会社もし

くは当社の関連会社の

役員または従業員であ

ることを要する。ただ

し、当社の取締役会が

特別にその後の新株予

約権の保有及び行使を

認めた場合はこの限り

ではない。 

②その他の行使の条件

は、当社と新株予約権

者との間で締結する新

株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。 

同左 



③平成16年６月22日定時株主総会決議 

 (注) 上記新株予約権は、平成16年７月16日の取締役会の決議により発行しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 333 333 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 333,000 333,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,485   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月23日 

至 平成21年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,485 

資本組入額    742 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利

行使時において、当

社、当社の子会社もし

くは当社の関連会社の

役員または従業員であ

ることを要する。ただ

し、当社の取締役会が

特別にその後の新株予

約権の保有及び行使を

認めた場合はこの限り

ではない。 

②その他の行使の条件

は、当社と新株予約権

者との間で締結する新

株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。 

同左 



④ 平成17年６月21日定時株主総会決議 

 (注) 上記新株予約権は、平成17年10月17日の取締役会の決議により発行しております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） －  393 

新株予約権の目的となる株式の種類 －   普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株） －  393,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） －  1,515 

新株予約権の行使期間 －  
自 平成19年６月22日 

至 平成22年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

            － 

  

  

  

発行価格       1,515 

資本組入額            758 

新株予約権の行使の条件        － 

 ①新株予約権者は、権利行

使時において、当社、当

社の子会社もしくは当社

の関連会社の役員または

従業員であることを要す

る。ただし、当社の取締

役会が特別にその後の新

株予約権の保有及び行使

を認めた場合はこの限り

ではない。 

 ②その他の行使の条件は、

当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権

割当契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項            －  
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
 （百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～  

平成17年９月30日 

  

－ 22,464,000 － 4,465 － 4,885



(4）【大株主の状況】 

 （注）自己株式597,678株を保有しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれています。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれています。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

博友興産有限会社 東京都港区西新橋２丁目34番４号 3,096,000 13.78 

柴田 博一 東京都目黒区三田１丁目４番３号 784,656 3.49 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 704,000 3.13 

大木 久 神奈川県横浜市港北区綱島西2丁目15番3号 659,236 2.93 

柴田 誠 神奈川県横浜市港北区綱島西2丁目15番2号 647,056 2.88 

太田 敬二 東京都港区赤坂６丁目19番23号 532,016 2.36 

キーコーヒー社員持株会 東京都港区西新橋２丁目34番４号 515,320 2.29 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 403,300 1.79 

大木 とよ子 神奈川県横浜市港北区綱島西2丁目15番3号 392,520 1.74 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口）  

東京都中央区晴海１丁目８番11号  384,800 1.71 

計 － 8,118,904 36.14 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  597,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,864,400 218,644 － 

単元未満株式 普通株式   2,000 － － 

発行済株式総数 22,464,000 － － 

総株主の議決権 － 218,644 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

キーコーヒー株式会社 
東京都港区西新橋２

丁目34番4号 
597,600 － 597,600 2.66 

計 － 597,600 － 597,600 2.66 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,495 1,495 1,491 1,501 1,519 1,575 

最低（円） 1,430 1,441 1,450 1,485 1,470 1,500 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１ 現金及び預金     6,063 7,172   7,516 

２ 受取手形及び売掛
金 

    6,496 7,680   6,640 

３ 有価証券     1,650 833   701 

４ たな卸資産     1,490 1,785   1,590 

５ その他     729 956   706 

６ 貸倒引当金     -34 -49   -35 

流動資産合計     16,395 39.2 18,379 37.7   17,120 39.9

Ⅱ．固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1)建物及び構築物 ※２ 5,820   6,873 5,962   

(2)機械装置及び運
搬具 

  3,051   3,125 3,068   

(3)土地 ※２ 4,631   5,030 4,631   

(4)その他   1,097   951 935   

有形固定資産合計     14,600 34.9 15,979 32.8   14,597 34.0

２ 無形固定資産     782 1.8 913 1.9   821 1.9

３ 投資その他の資産           

(1)投資有価証券   7,086   9,334 7,683   

(2)その他 ※２ 3,298   4,528 2,979   

(3)貸倒引当金   -302 10,082 24.1 -428 13,434 27.6 -299 10,363 24.2

固定資産合計     25,465 60.8 30,328 62.3   25,783 60.1

資産合計     41,860 100.0 48,707 100.0   42,903 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    3,323 4,855   3,180 

２ 短期借入金 ※２   － 228   7 

３ 未払法人税等     562 685   630 

４ 賞与引当金     862 871   839 

５ その他     1,465 1,979   1,945 

流動負債合計     6,213 14.8 8,621 17.7   6,602 15.4

Ⅱ．固定負債           

１ 長期借入金 ※２   － 501   1 

２ 退職給付引当金     － 51   7 

３ 役員退職慰労引当
金 

    118 176   125 

４ その他     1,113 2,212   1,168 

固定負債合計     1,231 3.0 2,941 6.0   1,302 3.0

負債合計     7,445 17.8 11,562 23.7   7,905 18.4

（少数株主持分）           

少数株主持分     － － 1,183 2.5   － －

（資本の部）           

Ⅰ．資本金     4,465 10.7 4,465 9.1   4,465 10.4

Ⅱ．資本剰余金     4,874 11.6 4,876 10.0   4,875 11.4

Ⅲ．利益剰余金     26,254 62.7 26,982 55.4   26,631 62.1

Ⅳ．土地再評価差額金     -1,800 -4.3 -1,800 -3.7   -1,800 -4.2

Ⅴ．その他有価証券評価
差額金 

    1,532 3.7 2,276 4.7   1,713 4.0

Ⅵ．為替換算調整勘定     -6 -0.0 -7 -0.0   -5 -0.0

Ⅶ．自己株式     -903 -2.2 -831 -1.7   -881 -2.1

資本合計     34,415 82.2 35,961 73.8   34,998 81.6

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    41,860 100.0 48,707 100.0   42,903 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     20,883 100.0 25,852 100.0   42,546 100.0 

Ⅱ．売上原価     11,699 56.0 16,124 62.4   23,923 56.2

売上総利益     9,183 44.0 9,728 37.6   18,623 43.8

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

          

１．広告宣伝費・見本
費 

  768   755 1,812   

２．貸倒引当金繰入額   10   13 24   

３．給料賞与   2,490   2,753 5,766   

４．賞与引当金繰入額   735   742 747   

５．退職給付引当金繰
入額 

  181   150 373   

６．役員退職慰労引当
金繰入額 

  6   26 13   

７．その他   3,805 7,997 38.3 4,073 8,515 32.9 7,635 16,373 38.5

営業利益     1,185 5.7 1,213 4.7   2,250 5.3

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息   4   10 9   

２．受取配当金   40   53 78   

３．持分法による投資
利益 

  13   4 22   

４．貸倒引当金戻入益   11   11 21   

５．連結調整勘定償却
額 

  －   51 －   

６．その他   28 98 0.4 49 181 0.7 73 205 0.4

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息   －   6 －   

２．その他   2 2 0.0 3 10 0.0 15 15 0.0

経常利益     1,281 6.1 1,384 5.4   2,440 5.7

Ⅵ．特別利益           

１．代行返上益 ※１ 1,573 1,573 7.5 － － 1,573 1,573 3.7

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ．特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ 108   33 162   

２．固定資産売却損 ※３ 6   － 6   

３．減損損失 ※４ －   37 －   

４．投資有価証券評価
損 

  35   － 26   

５．貸倒引当金繰入額 ※５ 8   7 15   

６．会員権解約損   － 160 0.7 9 88 0.4 － 211 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    2,694 12.9 1,295 5.0   3,802 8.9

法人税、住民税及
び事業税 

  533   654 1,108   

法人税等調整額   
(借方)

609 
  

1,143 5.5 
(借方)

38 693 2.7 
(借方) 

549 
  

1,657 3.9 

少数株主損失     － － 28 0.1   － －

中間（当期）純利
益 

    1,550 7.4 630 2.4   2,145 5.0

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ．資本剰余金期首残高     4,874 4,875   4,874

Ⅱ．資本剰余金増加高       

１．自己株式処分差益   0 0 1 1 0 0

Ⅲ．資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    4,874 4,876   4,875

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ．利益剰余金期首残高     24,979 26,631   24,979

Ⅱ．利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   1,550 1,550 630 630 2,145 2,145

Ⅲ．利益剰余金減少高       

１．配当金   218 218 436 

２．役員賞与   57 275 60 279 57 493

Ⅳ．利益剰余金中間期末（期
末）残高 

    26,254 26,982   26,631

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  2,694 1,295 3,802

減価償却費   841 858 1,738

連結調整勘定償却額   － -51 －

固定資産除却損 ※２ 107 33 160

減損損失   － 37 －

投資有価証券評価損   35 － 26

貸倒引当金の増加額又
は減少額（－) 

  4 -9 2

賞与引当金の増加額又
は減少額(－) 

  15 -2 -9

退職給付引当金の減少
額 

  -1,161 -0 -1,164

役員退職慰労引当金の
増加額又は減少額
（－） 

  2 -20 8

受取利息及び受取配当
金 

  -45 -64 -87

支払利息   － 6 －

持分法による投資利益   -13 -4 -22

固定資産売却損   6 － 6

売上債権の増加額   -306 -653 -449

たな卸資産の減少額又
は増加額（－） 

  79 -41 -20

仕入債務の増加額   453 1,120 309

未払金の減少額   -439 -43 -168

役員賞与の支払額   -57 -60 -57

その他   -430 25 -200

小計   1,786 2,425 3,876

利息及び配当金の受取
額 

  43 63 86

利息の支払額   － -6 －

法人税等の支払額   -496 -606 -1,066

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,333 1,876 2,895

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入による
支出 

  -20 -4 -43

定期預金の払戻による
収入 

  10 31 30

投資有価証券の取得に
よる支出 

  -1,113 -1,244 -1,698

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

  － -361 -20

投資有価証券の売却及
び償還による収入 

  50 500 1,300

有形固定資産の取得に
よる支出 

  -602 -676 -1,312

無形固定資産の取得に
よる支出 

  -66 -226 -101

その他   -141 14 34

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  -1,883 -1,968 -1,811

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の返済によ
る支出 

  － -50 －

長期借入による収入   － 100 －

長期借入金の返済によ
る支出 

  － -129 -3

ストックオプションの
行使による収入 

  8 51 31

配当金の支払額   -218 -218 -436

その他   － -0 －

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  -209 -246 -408

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額(－) 

  -760 -337 676

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  6,793 7,469 6,793

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１  6,033 7,132 7,469

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

(1）連結子会社の数  ２社 

(2）連結子会社の名称 

キーコーヒーサービス株式会社 

株式会社キー商会 

 なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました青森

キーコーヒー株式会社は、平成

16年４月１日付をもって当社と

合併しております。 

(1）連結子会社の数  ５社 

(2）連結子会社の名称 

キーコーヒーコミュニケーショ

ンズ株式会社 (旧社名  キーコ

ーヒーサービス株式会社) 

キーアソシエイツ株式会社 (旧

社名 株式会社キー商会) 

株式会社キョーエイコーポレー

ション 

株式会社イタリアントマト 

ニック食品株式会社 

 上記のうち、株式会社イタリ

アントマト及びニック食品株式

会社(旧社名 ニック食品工業

株式会社)については前連結会

計年度において持分法を適用し

ない関連会社でありましたが、

同社株式を追加取得したことに

より、当中間連結会計期間よ

り、連結子会社に含めておりま

す。 

(1）連結子会社の数 ３社 

(2）連結子会社の名称 

キーコーヒーサービス株式会社 

株式会社キー商会 

株式会社キョーエイコーポレー

ション 

 上記のうち、㈱キョーエイコ

ーポレーションについては、当

社が同社株式を新規取得したこ

とにより、当連結会計年度よ

り、連結子会社に含めておりま

す。 

 なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました青森

キーコーヒー株式会社は、平成

16年４月１日付をもって当社と

合併しております。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 

３社

(1）持分法を適用した関連会社の数 

３社

(1）持分法を適用した関連会社の数 

３社

  (2）持分法を適用した関連会社の名

称 

スラウェシ興産株式会社 

沖縄キーコーヒー株式会社 

台湾キーコーヒー株式会社 

 なお、スラウェシ興産株式会

社に持分法を適用するに際しま

しては、同社の中間連結財務諸

表(連結子会社：P.T.TOARCO  

JAYA)を基礎としております。 

(2）持分法を適用した関連会社の名

称 

同左 

(2）持分法を適用した関連会社の名

称 

スラウェシ興産株式会社 

沖縄キーコーヒー株式会社 

台湾キーコーヒー株式会社 

 なお、スラウェシ興産株式会

社に持分法を適用するに際しま

しては、同社の連結財務諸表

(連結子会社：P.T.TOARCO  

JAYA)を基礎としております。 

  (3）持分法を適用しない関連会社の

名称 

株式会社イタリアントマト 

ニック食品工業株式会社 

 持分法を適用しない関連会社

は中間連結純損益及び連結利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

(3）        ──────  (3）持分法を適用しない関連会社の

名称 

株式会社イタリアントマト 

ニック食品工業株式会社 

 持分法を適用しない関連会社

は連結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がな

いため持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

 連結子会社の中間会計期間の末

日は中間連結決算日と一致してお

ります。 

  連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 

  連結子会社の中間決算日現在の

中間財務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整をしております。 

会 社 名   中間決算日 

 ㈱イタリアントマト ８月31日  

 連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と一致しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

      

(1）重要な資産の評価

基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

（い）時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

（い）時価のあるもの 

同左 

イ 有価証券 

その他有価証券 

（い）時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  （ろ）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

（ろ）時価のないもの 

同左 

（ろ）時価のないもの 

同左 

  ロ        ────── 

         

ロ デリバティブ 

 時価法 

ロ        ────── 

          

  ハ たな卸資産 

（い）製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法 

ハ たな卸資産 

（い）製品、原材料及び仕掛品 

     主として総平均法による原

価法 

ハ たな卸資産 

（い）製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  （ろ）商品、貯蔵品 

最終仕入原価法 

（ろ）商品、貯蔵品 

 同左 

（ろ）商品、貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を

除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ８～50年 

機械装置及び運搬具   ９年 

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

自社利用のソフトウェア ５年 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計

上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

 同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担に属する部

分を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

     同左 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備

えるため、翌期支給見込額のうち

当連結会計年度の負担に属する部

分を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全

額費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定

額法により発生年度から費用処理

しております。 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全

額費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定

額法により発生年度から費用処理

しております。 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年度に全

額費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定

額法により発生年度から費用処理

しております。 

   なお、当中間連結会計期間末で

は年金資産の額が企業年金制度に

係る退職給付債務から未認識数理

計算上の差異を控除した金額を超

過している状態のため、当該超過

額を前払年金費用（407百万円）

として投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

（追加情報） 

 当社及び連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分について、平

成16年５月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受け、平成

16年９月24日に国に返還額（最低

責任準備金）の納付をおこないま

した。 

 当中間連結会計期間における損

益に与えている影響額は、特別利

益として1,573百万円計上してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末で

は年金資産の額が企業年金制度に

係る退職給付債務から未認識数理

計算上の差異を控除した金額を超

過している状態のため、当該超過

額を前払年金費用（221百万円）

として投資その他の資産の「その

他」に計上しております。 

  

  

  

 なお、当連結会計年度末では年

金資産の額が企業年金制度に係る

退職給付債務から未認識数理計算

上の差異を控除した金額を超過し

ている状態のため、当該超過額を

前払年金費用（290百万円）とし

て投資その他の資産の「その他」

に計上しております。 

（追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社は、

確定給付企業年金法の施行に伴

い、厚生年金の代行部分につい

て、平成16年５月１日に厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受

け、平成16年９月24日に国に返還

額（最低責任準備金）の納付を行

いました。 

 当連結会計年度における損益に

与えている影響額は、特別利益と

して1,573百万円計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間連結会

計期間末現在の支給見積額を計上

しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく中間連結会計期間末現

在の支給見積額を計上しておりま

す。なお、平成17年6月開催の取

締役会で役員退職慰労金制度の廃

止が決定されており、「役員退職

慰労引当金」は制度適用期間中か

ら在任している役員に対する支給

予定額であります。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末現在の

支給見積額を計上しております。 

    

  

  

 当社及び一部の連結子会社

は、平成17年6月の定時株主総会

の役員退職慰労金制度の廃止の

決議に基づき、同月開催の取締

役会において、役員の退任時に

退職慰労金制度廃止日までの在

任期間に応じた退職慰労金を支

給することを決議しました。 

 その結果、それぞれの役員退

職慰労金制度廃止までの期間に

対応する役員退職慰労金相当額

を長期未払金として固定負債

「その他」に含めて表示してい

ます。 

  

  

(4）重要なリース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計

の方法 

    ────── イ ヘッジ会計の方法 

一部の連結子会社は、金利スワッ

プ取引について、特例処理を適用し

ております。 

    ────── 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   金利スワップ取引 

ヘッジ対象  借入金の利息 

 

  ハ ヘッジ方針 

金利の変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を利用しており

ます。 

 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理を適用しているため、有

効性の評価を省略しております。 

 

(6）その他中間連結財

務諸表（連結財務諸

表）作成のための重

要な事項 

イ 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

 仮払消費税と仮受消費税は相殺

のうえ流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

イ 消費税の処理方法 

同左 

イ 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ケ月以内

に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

  同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)が平成16年３月

31日に終了する連結会計年度に係る連結財

務諸表から適用できることになったことに

伴い、当中間連結会計期間から同会計基準

及び同適用指針を適用しております。 

 当社グループは、原則として管理会計上

の区分を基礎とし各工場・営業所等をキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位として

資産のグルーピングを行っております。こ

れによる影響額はありません。 

      ──────  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月

31日に終了する連結会計年度に係る連結財

務諸表から適用できることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。 

 当グループは、原則として管理会計上の

区分を基礎とし各工場・営業所等をキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位として資

産のグルーピングを行っております。これ

による影響額はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「貸付による支出」

(当中間連結会計期間 ８百万円)は、少額のため、投資活動による

キャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しております。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「貸付金の回収による

収入」(当中間連結会計期間 11百万円)は、少額のため、投資活動

によるキャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しております。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「保険積立金の解約に

よる収入」(当中間連結会計期間 26百万円)は、少額のため、投資

活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含めて表示しておりま

す。 

                       ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,875百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

15,182百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

      12,390百万円 

※２    ────── 

  

 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産  

 上記に対する債務 

建物及び構築物 133百万円

 土地 168 

 その他（投資その

他の資産） 
51 

 計 353 

短期借入金 22百万円

 長期借入金 8 

 計 31 

※２    ────── 

  

 ３ 保証債務 

 当社の関連会社であるスラ

ウェシ興産(株)の借入債務及

び保証債務残高263百万円に対

して、他の１社とともに連帯

保証を行っており、当社の負

担割合はその50％でありま

す。 

 ３ 保証債務 

 当社の関連会社であるスラ

ウェシ興産(株)の借入債務及

び保証債務残高254百万円に対

して、他の１社とともに連帯

保証を行っており、当社の負

担割合はその50％でありま

す。 

 ３ 保証債務 

 当社の関連会社であるスラ

ウェシ興産㈱の借入債務及び

保証債務残高261百万円に対し

て、他の１社とともに連帯保

証を行っており、当社の負担

割合はその50%であります。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 代行返上益は、厚生年金基金

の代行部分について、過去分返

上の認可を受け、国に返還額

(最低責任準備金)を納付したこ

とに伴うものであります。 

※1         ────── ※１  代行返上益は、厚生年金基金

の代行部分について、過去分返

上の認可を受け、国に返還額(最

低責任準備金)を納付したことに

伴うものであります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運

搬具 
6 

その他（有形固

定資産） 
45 

ソフトウェア 38 

解体撤去費用 1 

その他 2 

計 108 

建物及び構築物   9百万円

機械装置及び運

搬具 
5 

その他（有形固

定資産） 
12 

その他 5 

計 33 

建物及び構築物 20百万円

機械装置及び運

搬具 
12 

その他（有形固

定資産） 
85 

ソフトウエア 38 

解体撤去費用 1 

その他 5 

計 162 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

その他 1 

計 6 

※３        ────── ※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

その他（有形固

定資産） 
1 

計 6 

※４       ────── ※４ 当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上してお

ります。             

 当社グループは、事業区分毎に原

則として管理会計上の区分を基礎と

し各工場、営業所、飲食店舗等をキ

ャッシュフローを生み出す最小単位

として資産のグルーピングを行って

おります。 

 上記の飲食店舗につきましては、

営業活動から生じる損益が継続して

マイナスであることから帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当中間連結

会計期間の減少額を減損損失（37百

万円）として特別損失に計上してお

ります。 

  

事業区分 
地域・主な

用途 
種類 減損損失 

飲食関

連事業 

神戸・飲食

店舗  
   建物  37百万円 

※４       ────── 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５ 貸倒引当金繰入額は、ゴルフ

会員権等の預託保証金に対する

ものであります。 

※５     同左 ※５          同左 

 ６ 圧縮記帳積立金の取崩し 

 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる利益処分による圧縮記帳積

立金の取崩しを前提として、当

中間連結会計期間に係る金額を

計算しております。 

 ６ 圧縮記帳積立金の取崩し 

    同左 

 ６     ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間連 

結会計期間末残高と中間連結貸

借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結貸

借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

平成16年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成17年３月31日現在 

現金及び預金勘定 6,063百万円

預入期間が３ケ月

を超える定期預金 
-30 

現金及び現金同等

物 
6,033 

現金及び預金勘定      7,172百万円

預入期間が３ケ月

を超える定期預金
-40 

現金及び現金同等

物 
7,132 

現金及び預金勘定 7,516百万円

預入期間が３ケ月

を超える定期預金 
-46 

現金及び現金同等

物 
7,469 

※２ 固定資産除却損は、中間連結

損益計算書の固定資産除却損計

上額から解体撤去費用を除いた

非資金費用の金額を記載してお

ります。 

※２      ────── ※２ 固定資産除却損は、連結損益

計算書の固定資産除却損計上額

から解体撤去費用を除いた非資

金費用の金額を記載しておりま

す。 



（リース取引関係） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間連

結会計期間末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間連結
会計期間
末残高 
（百万円） 

機械装
置及び
運搬具 

664 578 86 

その他 175 152 23 

合計 840 730 109 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間連結会計期

間末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

977 775 202 

有形固定
資産 
(その他)

455 213 242 

無形固定
資産 

14 4 10 

合計 1,448 992 455 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び連結会

計年度末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

連結会計
年度末残
高相当額 
（百万円）

機械装
置及び
運搬具

671 634 37 

その他 187 169 17 

合計 858 804 54 

  ２．未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

２．未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

  未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

２．未経過リース料連結会計年度末

残高相当額 

  １年内 105百万円

１年超 11 

合計 117 

１年内    159百万円

１年超 293 

合計 453 

１年内 40百万円

１年超 17 

合計 57 

  ３．支払リース料等 ３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料等 

  支払リース料 91百万円

減価償却費相当

額 
84 

支払利息相当額 2 

支払リース料   109百万円

減価償却費相当

額 
103 

支払利息相当額 4 

支払リース料 168百万円

減価償却費相当

額 
155 

支払利息相当額 3 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  ６．       ────── 

  

６．減損損失について 

  リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

６．     ────── 

   

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

３. その他有価証券で時価のあるものについての減損処理方法 

 その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回

復可能性がないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可

能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,987 4,346 2,359 

(2)債券       

 ①国債 1,600 1,600 -0 

 ②社債 1,457 1,461 4 

(3)その他 641 856 214 

合計 5,686 8,265 2,578 

区分 
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 30 

区分 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 2,549 6,048 3,499 

(2)債券       

 ①国債・地方債等 374 374 -0 

 ②社債 2,155 2,157 2 

(3)その他 1,142 1,477 335 

合計 6,221 10,057 3,835 



２．時価評価されていない有価証券 

３. その他有価証券で時価のあるものについての減損処理方法 

 その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回

復可能性がないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可

能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

３. その他有価証券で時価のあるものについての減損処理方法 

 その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回

復可能性がないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可

能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

区分 
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 30 

区分 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 2,083 4,710 2,626 

(2)債券       

 ①国債 500 500 -0 

 ②社債 1,706 1,714 7 

(3)その他 746 997 250 

合計 5,037 7,922 2,884 

区分 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 23 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

  デリバティブ取引がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみのため、記載すべき事項はありません。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 デリバティブ取引がないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高及び営業利益の合計額に占めるコーヒー製造販売関連事業の売上高及び営業利益の割

合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は平成17年４月１日付でニック食品㈱、平成17年４月15日付で㈱イタリアントマトをそれぞれ連結子会

社と致しました。その結果、飲食関連事業の売上の金額が全セグメントの売上の金額の10％以上となったた

め、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを開示致しております。 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

 ２．各区分に属する主要な事業の内容 

コーヒー関連事業 レギュラーコーヒーの製造販売、喫茶関連食品等の仕入販売、 

         コーヒー農園の経営 

飲食関連事業   飲食店の経営 

その他         飲料等の製造販売、損害保険代理店業務、トラック運送業務など 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、２億15百万円であり、その主

なものは親会社におけるグループ全体の管理業務に係る費用であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高及び営業利益の合計額に占めるコーヒー製造販売関連事業の売上高及び営業利益の

割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
コーヒー関連
事業 

（百万円） 

飲食関連事業
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 22,402 2,661 788 25,852 － 25,852 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
109 5 487 603 -603 － 

計 22,512 2,666 1,276 26,455 -603 25,852 

営業費用 21,218 2,627 1,179 25,025 -385 24,639 

営業利益 1,294 39 97 1,430 -217 1,213 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 在外連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

同上 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

同上 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

同上 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

同上 



（１株当たり情報） 

  (注) １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,577円65銭 1,644円61銭 1,600円40銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

71円10銭   28円88銭 95円56銭 

潜在株式調整後１株当たり中間 

純利益 

潜在株式調整後１株当たり中間 

純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益 

71円07銭   28円86銭 95円52銭 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益(百万円) 1,550 630 2,145 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 60 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－)  (60) 

 普通株式に係る中間（当期）純利益(百万円) 1,550 630 2,084 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 21,811 21,838 21,814 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

 中間（当期）純利益調整額(百万円) － － － 

 普通株式増加数(千株) 11 12 9 

 (うち旧商法第210条ノ２の規定に基づく自己

株式方式によるストックオプション) 
(8) (8) (6) 

(うち新株予約権) (3) (4) (2) 

希薄化効果を有しないため、潜在調整後１株当

たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式によ

るストックオプション。 

平成11年６月29日の定時株

主総会決議 

200,000株 

新株予約権 

平成15年６月20日の定時株

主総会決議 

305,000株 

平成16年６月22日の定時株

主総会決議 

337,000株 

      ────── 

新株予約権 

平成15年６月20日の定時株

主総会決議 

  298,000株 

  

        

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式によ

るストックオプション。 

平成12年６月29日の定時株

主総会決議 

194,000株 

新株予約権 

平成15年６月20日の定時株

主総会決議 

298,000株 



（重要な後発事象）  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      ──────       ────── 当社は、平成17年３月22日開催の取

締役会決議に基づき、平成17年４月

15日付で株式会社ナムコより株式会

社イタリアントマトの株式を取得致

しました。 

 これにより同社は当社の子会社と

なりました。 

  

取得株式数       107千株 

取得金額        711百万円 

取得後の当社の持株数  205千株 

取得後の当社の持分比率 51.0％ 

  

 なお、株式会社イタリアントマト

の直近期における決算の概要は以下

のとおりです。 

決算期      平成17年２月期 

売上高         5,172百万円 

経常利益         45百万円 

当期純損失        6百万円 

資産総額        3,472百万円 

負債総額        1,747百万円 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１ 現金及び預金   5,887   6,143 7,232   

２ 受取手形   252   280 196   

３ 売掛金   6,223   6,997 6,419   

４ 有価証券   1,650   401 701   

５ たな卸資産   1,510   1,673 1,613   

６ その他   711   748 683   

７ 貸倒引当金   -34   -33 -35   

流動資産合計     16,201 38.9 16,212 36.4   16,811 39.4

Ⅱ．固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1)建物   5,630   5,647 5,779   

(2)機械装置   3,040   2,790 3,046   

(3)土地   4,631   4,631 4,631   

(4)その他   1,259   1,055 1,088   

有形固定資産合計   14,562   14,124 14,546   

２ 無形固定資産   779   862 818   

３ 投資その他の資産           

(1)投資有価証券   7,126   10,870 7,862   

(2)その他   3,246   2,825 2,918   

(3)貸倒引当金   -302   -295 -299   

投資その他の資産
合計 

  10,070   13,401 10,481   

固定資産合計     25,411 61.1 28,388 63.6   25,846 60.6

資産合計     41,613 100.0 44,600 100.0   42,657 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１ 支払手形   10   14 19   

２ 買掛金   3,308   4,266 3,154   

３ 未払法人税等   561   606 629   

４ 賞与引当金   849   815 824   

５ その他   1,432   1,453 1,922   

流動負債合計     6,162 14.8 7,156 16.1   6,550 15.4

Ⅱ．固定負債           

１ 役員退職慰労引当
金 

  110   － 116   

２ その他   932   1,490 1,000   

固定負債合計     1,043 2.5 1,490 3.3   1,117 2.6

負債合計     7,205 17.3 8,646 19.4   7,667 18.0

              

（資本の部）           

Ⅰ．資本金     4,465 10.7 4,465 10.0   4,465 10.4

Ⅱ．資本剰余金           

１ 資本準備金   4,885   4,885 4,885   

２ その他資本剰余金   1   3 1   

資本剰余金合計     4,886 11.7 4,888 11.0   4,887 11.5

Ⅲ．利益剰余金           

１ 利益準備金   609   609 609   

２ 任意積立金   23,820   25,417 23,820   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  1,798   930 2,176   

利益剰余金合計     26,228 63.0 26,957 60.4   26,606 62.4

Ⅳ．土地再評価差額金     -1,800 -4.3 -1,800 -4.0   -1,800 -4.2

Ⅴ．その他有価証券評価
差額金 

    1,532 3.7 2,274 5.1   1,713 4.0

Ⅵ．自己株式     -903 -2.1 -831 -1.9   -881 -2.1

資本合計     34,407 82.7 35,953 80.6   34,990 82.0

負債、資本合計     41,613 100.0 44,600 100.0   42,657 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     20,750 100.0 22,304 100.0   42,258 100.0 

Ⅱ．売上原価     11,682 56.3 13,440 60.3   23,886 56.5

売上総利益     9,068 43.7 8,864 39.7   18,372 43.5

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

    7,884 38.0 7,750 34.7   16,114 38.2

営業利益     1,183 5.7 1,114 5.0   2,257 5.3

Ⅳ．営業外収益 ※１   85 0.4 110 0.5   181 0.4

Ⅴ．営業外費用     2 0.0 0 0.0   15 0.0

経常利益     1,266 6.1 1,224 5.5   2,424 5.7

Ⅵ．特別利益 ※２   1,542 7.4 － －   1,542 3.7

Ⅶ．特別損失     160 0.7 40 0.2   210 0.5

税引前中間（当
期）純利益 

    2,648 12.8 1,183 5.3   3,755 8.9

法人税、住民税及
び事業税 

  533   581 1,105   

法人税等調整額   
(借方) 
592 

1,125 5.5
（貸方）

27 
554 2.5

(借方) 
530 

1,635 3.9

中間（当期）純利
益 

    1,523 7.3 628 2.8   2,119 5.0

前期繰越利益     274 302   274 

中間配当額     － －   218 

中間（当期）未処
分利益 

    1,798 930   2,176 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

製品、原材料及び仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 

製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  商品、貯蔵品 

最終仕入原価法 

商品、貯蔵品 

同左 

商品、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については定

額法 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物    8～50年 

機械装置  9年 

器具備品  5～6年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

自社利用のソフトウェア 

５年 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担に属する

部分を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、翌期支給見込額の

うち当期の負担に属する部分を

計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は発生年度に全

額費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年）に

よる定額法により発生年度から

費用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は発生年度に全

額費用処理しております。  

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年）に

よる定額法により発生年度から

費用処理しております。  

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は発生年度に全

額費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年）によ

る定額法により発生年度から費

用処理しております。 

   なお、当中間会計期間末では

年金資産の額が企業年金制度に

係る退職給付債務から未認識数

理計算上の差異を控除した金額

を超過している状態のため、当

該超過額を前払年金費用（388百

万円）として投資その他の資産

の「その他」に計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年５

月１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成16年

９月24日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付をおこないま

した。 

当中間会計期間における損益

に与えている影響額は、特別利

益として1,542百万円計上して

おります。 

 なお、当中間会計期間末では

年金資産の額が企業年金制度に

係る退職給付債務から未認識数

理計算上の差異を控除した金額

を超過している状態のため、当

該超過額を前払年金費用（203百

万円）として投資その他の資産

の「その他」に計上しておりま

す。  

  

  

  

 なお、当事業年度末では年金

資産の額が企業年金制度に係る

退職給付債務から未認識数理計

算上の差異を控除した金額を超

過している状態のため、当該超

過額を前払年金費用（272百万

円）として計上しております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年５

月１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成16年

９月24日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付をおこないま

した。 

 当事業年度における損益に与

えている影響額は、特別利益と

して1,542百万円計上しておりま

す。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末現在の支給見積額を計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  平成17年6月の定時株主総会

の役員退職慰労金制度の廃止の

決議に基づき、同月開催の取締

役会において、役員の退任時に

退職慰労金制度廃止日までの在

任期間に応じた退職慰労金を支

給することを決議しました。 

 その結果、役員退職慰労金制

度廃止までの期間に対応する役

員退職慰労金相当額を長期未払

金として固定負債「その他」に

含めて表示しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末現

在の支給見積額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 仮払消費税と仮受消費税は相

殺のうえ流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

(1) 消費税の処理方法 

同左 

(1) 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったことに伴い、当

中間会計期間から同会計基準及び同適用指

針を適用しております。 

 当社は、原則として管理会計上の区分を

基礎とし各工場・営業所等をキャッシュ・

フローを生み出す最小単位として資産のグ

ルーピングを行っております。これによる

影響額はありません。 

             ────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったことに伴い、当

事業年度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。 

 当社は、原則として管理会計上の区分を

基礎とし各工場・営業所等をキャッシュ・

フローを生み出す最小単位として資産のグ

ルーピングを行っております。これによる

影響額はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

※ １．有形固定資産の減価

償却累計額 
11,788百万円 12,760百万円 12,211百万円 

 ２．保証債務  当社の関連会社であるスラウ

ェシ興産(株)の借入れ債務及び

保証債務残高263百万円に対し

て、他の１社とともに連帯保証

を行っており、当社の負担割合

はその50％であります。 

 当社の関連会社であるスラウ

ェシ興産(株)の借入れ債務及び

保証債務残高254百万円に対し

て、他の１社とともに連帯保証

を行っており、当社の負担割合

はその50％であります。 

 当社の関連会社であるスラウェ

シ興産㈱の借入債務及び保証債務

残高261百万円に対して、他の１

社とともに連帯保証を行ってお

り、当社の負担割合はその50%で

あります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要

なもの 

受取利息 4百万円 受取利息 5百万円 受取利息 9百万円

※２．特別利益のうち重要な

もの 

代行返上益 1,542百万円          ────    代行返上益 1,542百万円

 ３．減価償却実施額 有形固定資産 694百万円

無形固定資産 119百万円

有形固定資産 672百万円

無形固定資産 55百万円

有形固定資産 1,449百万円

無形固定資産 234百万円

 ４．圧縮記帳積立金の取崩

し 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当事業年度

において予定している利益処分に

よる圧縮記帳積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

同左 ───── 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

647 568 79 

その他 193 162 30 

合計 840 730 109 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

647 644 3 

その他 83 33 49 

合計 730 677 52 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置 

647 622 25 

その他 211 181 29 

合計 858 804 54 

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内 105百万円

１年超 11 

合計 117 

１年内 24百万円

１年超 29 

合計 53 

１年内 40百万円

１年超 17 

合計 57 

  ３．当中間期の支払リース料等 ３．当中間期の支払リース料、リ

ース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

３．支払リース料等 

  支払リース料 91百万円

減価償却費相

当額 
84 

支払利息相当

額 
2 

支払リース料 34百万円

減価償却費相

当額 
31 

支払利息相当

額 
0 

支払リース料 168百万円

減価償却費相

当額 
155 

支払利息相当

額 
3 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  ６．   ────── 

        

６．減損損失について 

  リース資産に配分された減損

損失はありません。 

６．      ────── 

  



(2）【その他】 

 平成17年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額………………  218,663,220円 

(ロ) １株当たりの金額……………………………     10円00銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月21日関東財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

   平成17年10月17日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発 

  行の決議）に基づく臨時報告書であります。 

   



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１６年１１月２５日

キーコーヒー株式会社  

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堤  佳史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキー

コーヒー株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、キーコーヒー株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  
平成１７年１１月２８日
  

キーコーヒー株式会社  

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堤  佳史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキー

コーヒー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、キーコーヒー株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１６年１１月２５日

キーコーヒー株式会社  

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堤  佳史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキー

コーヒー株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５３期事業年度の中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、キーコーヒー株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１７年１１月２８日

キーコーヒー株式会社  

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堤  佳史  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中川 幸三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキー

コーヒー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、キーコーヒー株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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